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（１）「職業能力基準」におけるレベル分け

「職業能力基準※１」におけるレベル分けの考え方（担い手確保・育成コンソーシアムにおける検討）

• 担い手確保・育成コンソーシアム プログラム・教材等ワーキンググループ※２において、「職業能力評価基準（厚生労働省）」のレベル区分や、
「大工技能者職業能力基準（案）」を参考に、職業能力を４段階のレベルに分けて検討。

• 平成27年1月に「第１回ＷＧ」を開催、その後、７回のＷＧを重ね、平成28年3月の「第８回ＷＧ」にて、４段階の「職業能力基準」をとりまとめ
（４職種＋共通編）。その後、他の職種においても４段階をベースに検討が行われ、平成29年11月現在、8職種の「職業能力基準」が整備（とび、
鉄筋、型枠、左官、機械土工、電気、 管、内装仕上）されている。

レベルについては、工業高校から入職して10年目頃から職長になる人が出てくるので、共感できるレベル感だと思う。（第1回WG、日本型枠）
高卒で入職した場合に、30歳前後で基幹技能者となることができる状況を考慮し、レベル４の経験年数を設定した方が良い。（第1回WG、全鉄筋）

＜レベルに関するプログラム・教材等WGでの意見＞

職業レベル レベル１ レベル２ レベル３ レベル４

名称 初級技能者 中堅技能者 職長・熟練技能者 登録基幹技能者

経験年数 3年まで 4～10年 5～15年 10～15年以上

対象技能者の
イメージ

• 職長等に指示された作業
を、手順に基づき、他の作
業者と一緒に実施する能
力を持つ。

• 職長から分担された作業を、
手順に基づき正確に実施する
能力を持つ。

• 職種によっては施工図を作成
し、職長の確認を得て自分で
加工できる、班長として作業指
示ができるなど、現場の戦力と
して、工程や工事の流れに
沿った正確な施工ができる。

• レベル２の上位者は職長の補
佐として、的確な作業指示を行
う能力を持つ。

• 現場管理や工法、技術等につ
いて元請け管理者、他職種と
調整・協議し、作業手順の指示、
作業員の調整など、工事の責
任者としての業務遂行能力を
持つ。

• 高度な技術力を有し、現
場における現場管理、工
法、技術等のマネジメント
について、元請け管理者
の補佐や協議ができる。

• 他職種との調整など、
QCDSEの総合的な管理
ができる能力を持つ。

出典）平成27年度 担い手確保育成コンソーシアム プログラム・教材等ワーキンググループ報告書より事務局作成

＜担い手確保・育成コンソーシアムにおけるレベル・名称・経験年数・対象技能者イメージ＞

本検討会における建設技能者のレベル区分も、「職業能力基準」のレベル分けをベースとすべきではないか。

※１．企業や団体等が建設技能者に対する職業訓練の目安として利用することを目的に、担い手確保・育成コンソーシアムで検討・整備されたもの。（第１回検討会 資料７参照）
※２．担い手確保・育成コンソーシアム プログラム・教材等ワーキンググループは、①教育訓練を効果的に実施するための「職業能力基準」の整備・導入、②教育訓練カリ

キュラムの検証とプログラム・教材の整備について、専門的観点から調査・検討を行うために設置された（平成27年1月）。
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（２）EQF （European Qualifications Framework for Lifelong Learning）の概要

EQFの概要

出典） JILPT資料シリーズN0.102 諸外国における能力評価制度 独立行政法人労働政策研究・研修機構 2012年

コンピテンス※

異なる職場環境や責任範囲等の状況に応じて、
知識、スキルを使いこなす能力。

• EQFは、事業主や労働者が欧州各国の資格（高等教育資格を含む）のレベルを正確にまた容易に比較できるように設定された枠組であり、労働
者の欧州内移動を容易にすること、労働者が柔軟な制度で質の高い継続教育を受けやすくすることを目的としている。

• EQFのレベルは、義務教育（前期中等教育）修了レベル（レベル１）から博士号取得レベル（レベル８）までの８レベルが設定されており、各
レベルに求められる知識、スキル、コンピテンスが定められている。

• 国内資格を、国単位の資格枠組であるNQF（National Qualifications Framework）の整備を通じ、EQFに参照づける（referencing）ことで他
国の資格と比較可能になる。（A国のNQF→EQF→他国のNQF）

出典） JILPT資料シリーズN0.102 諸外国における能力評価制度 独立行政法人労働政策研究・研修機構 2012年

EQFに示される知識・スキル・コンピテンス

スキル
業務や問題解決等にあたり、知識とノウハウ
を使用して業務を遂行・完成させる能力。

知識
業務や学習を行うために、知っておくべ
き事柄。

知識 スキル コンピテンス

レベル７ ある分野の仕事または学習の最前線の知識を
含む独創的な思考や研究の基礎としての高度
な専門知識

新しい知識と手順を開発するためと、異分野か
らの知識を統合するための研究やイノベーショ
ンに必要な専門的な問題を解決するスキル

複雑で予測不能な、新しい戦略的アプロー
チを必要とする仕事または学術の状況の管
理・改革、専門的知識や実践への貢献およ
びチームの戦略的な達成度の検証に対する
責任

〇EQFのレベルの記載例（レベル７）

EQFは「知識」「スキル」「コンピテンス」により構成されている。

※ EQF改訂案（欧州委員会にて2017年5月22日採択)では、
「コンピテンス」から「責任感と自律性（学習者が持つ知
識と技能を自律的かつ責任を持って活かす能力として記述
される。）」に改訂されている。

出所） JILPT資料シリーズN0.102 諸外国における能力評価制度（独立行政法人労働政策研究・研修機構 2012年）を参考とし、事務局にて作成。



4

イギリスNQF（国家資格枠組、National Qualifications Framework）とEQFレベルとの関係

EQFレベル1

EQFレベル2

EQFレベル3

EQFレベル4

EQFレベル5

EQFレベル6

EQFレベル7

EQFレベル8

出典）「英国のNVQからQCFへの経過と背景について」
職業能力開発総合大学校能力開発専門学科 谷口雄治

出典）柳田雅明・新井吾郎
「イギリスの徒弟制度」

EQFを用いた他国との資格との対照

（３）EQFを利用した他国の資格との対照（例）



知識 スキル コンピテンス

レベル
８

仕事または学習の分野における最も
高度な最先端の、かつ分野間の境
界についての知識

最先端の専門的スキルと技術研究やイノ
ベーションにおける重大な問題を解決し、
既存の知識や専門的実践を拡張し再定義
するのに必要な分析と評価を含む

十分な権威、イノベーション、自律性、学
究的・専門的完全性、研究を含む仕事ま
たは学習の最前線における新しいアイデ
アやプロセスの開発への持続的な貢献
を示すことができる

レベル
７

ある分野の仕事または学習の最前
線の知識を含む独創的な思考や研
究の基礎としての高度な専門知識

新しい知識と手順を開発するためと、異分
野からの知識を統合するための研究やイ
ノベーションに必要な専門的な問題を解決
するスキル

複雑で予測不能な、新しい戦略的アプ
ローチを必要とする仕事または学術の状
況の管理・改革、専門的知識や実践へ
の貢献およびチームの戦略的な達成度
の検証に対する責任

レベル
６

ある分野の仕事または学習の高度
な知識
理論と原理の批判的理解を含む

仕事または学習の専門分野における複雑
で予測不能な問題の解決に必要な、熟達
とイノベーションを示す、高度なスキル

予測不能な仕事または学習の状況にお
ける意思決定に対する責任を伴う複雑
な技術的・専門的活動またはプロジェク
トの管理
個人および集団の専門的能力の開発管
理に対する責任

レベル
５

ある分野の仕事または学習の包括
的・専門的な事実的・理論的知識お
よびその限界の認識

抽象的な問題の創造的な解決策を開発す
るのに必要な総合的な認知と実践的スキ
ル

予測不能な変更がある仕事または学習
状況での管理監督、自己と他者の達成
状況の検証と発展

レベル
４

仕事または学習のある分野内の幅
広い文脈における事実的・理論的知
識

仕事または学習のある分野における特定
の問題を解決するのに必要な認知と実践
的なスキル

通常予測できるが、変更されることのあ
る仕事または学習のガイドラインに沿っ
た自己管理、仕事または学習活動の評
価と改善に対する多少の責任を伴う他
者の定型的任務の監督

レベル
３

ある分野の仕事または学習について
の事実、原理、プロセスおよび一般
的概念の知識

基本的な方法、道具、材料及び情報を選
択し、適用することによって、任務を達成し
問題を解決するのに必要な認知と実践的
なスキル

仕事または学習における任務の完遂に
対する責任
問題解決のために自己の行動を状況に
適応させることができる

レベル
２

ある分野の仕事または学習について
の基本的事実の知識

任務を遂行するための関連情報を利用で
き、単純な規則と道具を用いて日常的な問
題を解決できる、基本的な認知と実践的な
スキル

多少の自律性を伴う監督下での仕事ま
たは学習

レベル
１

基本的な一般知識 単純な任務の遂行に必要な基本的スキル 体系化された状況における直接監督下
の仕事または学習

▽新規入職者

△登録基幹技能者

「職業能力基準」の検討におけるＥＱＦとの関係性（担い手確保・育成コンソーシアムにおける議論）

• 検討においては、ＥＱＦレベルを参考として「職業能力基準」のレベル分けを作成。
• ＥＱＦレベルに示された知識、スキル、コンピテンスのレベル感を参考とし、「職業能力基準」のレベル１～４を設定した。

※「職業能力基準」のレベルに相当するＥＱＦレベルも提示。

レベル４
登録基幹技能者
［EQFレベル7］

レベル３
職長・熟練技能者
［EQFレベル6］

レベル２ 中堅技能者
［EQFレベル5］

レベル１ 初級技能者
［EQFレベル4］

経営者・管理職
研究職・指導者

高校生等、将来の担い手

記載内容を参照し、相当
するEQFレベルを付記

5EQFとの関係性も踏まえて策定された「職業能力基準」のレベル分けをベースとすべきではないか。

出典） JILPT資料シリーズN0.102 諸外国における能力評価制度
独立行政法人労働政策研究・研修機構 2012年より転載

建
設
現
場
で
就
労
す
る
建
設
技
能
者

（４）「職業能力基準」の技能者レベルとEQF①

※ 「教育と職業・雇用の連携に係る仕組みに関する国際比較についての調査研究（WIP
ジャパン株式会社、平成27年3月（平成26年度内閣府委託調査））」において、欧州
３ヶ国（オランダ、ノルウェー、オーストリア）の後期中等教育（日本における高等学
校教育）はEQFレベル4とされている。
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専門工事業に作業従事する技能者のレベル設定
技能者のレベル設定について、中央職業能力開発協会の職業能力評価基準や大工技能者職業能力基準（案）の内容を参考とするとともに、

野丁場系の技能労働者の経験年数や現場での職務概要により、以下のとおり「見習い技能者」「中堅技能者」「職長・熟練技能者」「登録基
幹技能者」に示す４レベルに分類し、各レベルの技能者像を設定した。また、レベルの設定に当たっては、学術分野との連携、技能者の処遇
改善等を視野に入れるため、EUにおける教育と労働の世界を横断した資格の枠組であるEQF（European Qualifications Framework for 
Lifelong Learning、欧州資格枠組、欧州各国の各資格を比較する物差し）における知識、スキル、能力等のレベルを参考とし、「見習い技能
者」「中堅技能者」「職長・熟練技能者」「登録基幹技能者」の４レベルそれぞれに相当するEQFのレベルを付記した。

また、将来の担い手確保の観点から、入職前の生徒・未就職者等を「プレ入職」として位置付けることとした。（EQFには義務教育（前期中
等教育）修了レベル（EQF1）も設定されている。）

①レベル１・・・見習い技能者（経験年数3年未満まで）［EQF4］
見習い工として修行中の技能者であり、職長等に指示された作業を、手順に基づき他の作業者と一緒に実施する能力を持つ。職種によって

は進路の方向付け及び決定をする段階である。

②レベル２・・・中堅技能者（経験年数4～10年）［EQF5］
見習い工を修了し、現場での経験を積んだ技能者であり、職長から分担された作業を、手順に基づき正確に実施する能力を持つ。職種に

よっては施工図を作成し、職長の確認を得て自分で加工する能力を持つ、班長として作業指示ができるなど、現場の戦力として、工程や工事
の流れに沿って正確な施工ができる。また、レベル２の上位者は職長の補佐として、的確な作業指示を行う能力を持つ。

③レベル３・・・職長、熟練技能者（経験年数5～15年）［EQF6］
現場作業のリーダーとしての役割を担う技能者であり、現場管理や工法、技術等について元請管理者、他職種と調整・協議し、作業手順の

指示、作業員の調整など、工事の責任者としての業務遂行能力を持つ。

④レベル４・・・登録基幹技能者（経験年数10～15年以上）［EQF7］
高度な技術力を有し、現場における現場管理、工法、技術等のマネジメントについて元請管理者の補佐や協議ができる技能者であり、QCDSE

の総合的な管理ができる能力を持つ。

「職業能力基準」のレベル設定とEQFへの対応（H27年度プログラム・教材等WG報告書より）

出典）平成27年度 担い手確保・育成コンソーシアム プログラム・教材等ワーキンググループ 報告書

※見習い技能者は、平成28年度プログラム・教材等WGでの検討により、初級技能者に変更。

（４）「職業能力基準」の技能者レベルとEQF②
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＜第１回検討会及び専門工事企業ヒアリングでの能力評価についてのご意見＞

システムに蓄積される情報を利用した能力評価 検討を進めるための留意点

資格制度
を利用し
た能力評
価につい
て

• 客観性の担保からは、既存の資格制度を活用していくこ
とが極めて現実的である。

• 能力評価の客観性は、資格や実務経験を指標とすること
である程度は担保できる。

• コスト、開始時期を考えると、既存の制度の組合せにな
ると考えられる。

• 既存の資格制度は処遇面で上手く機能していない側面もあ
ることから、CCSに蓄積されるデータ、情報以外の能力評価
の要素も検討する必要がある。

• 現場で人をまとめるコミュニケーション能力やマネジメン
ト能力等は、客観的な評価を示すことが難しい。

• 技能士資格を持たない技能者の評価の仕方、取扱いに配慮
する必要がある。

技能検定
について

• 技能検定制度は、現場における技能（腕）とある程度の
関連性がある。

• 仕事のできる技能者は、技能検定を取得している。
• 将来性のある腕の良い技能者には、積極的に技能検定を

とらせる企業が多い。
• 経験を積むことにより、ある程度まで技能は上達する。

• 資格と技能（腕）の良さが直接的に関係するかというと、
運転免許と同じで必ずしもそうではない。

• 一般的には経験を積むことである程度まで技能は上達する
が、一定以上の技能は個人のセンスも関係してくるので、
伸び難くなる。

• 技能検定や経験は、技能者の技能と一定程度の関連性が認められる。
• 既存の資格制度を利用することで、能力評価における客観性が確保されつつ、コストの低減も可能。
• 検討にあたっては、システムに蓄積されるデータ、情報以外の能力を構成する要素も検討が必要。
• 建設現場で発揮される能力（コミュニケーション能力やマネジメント能力等）は、客観的な評価が難しい。

能力評価についてのご意見

（１）技能者の能力を構成する要素の把握について



• 建設技能者の能力を構成する要素としては、技能者の経験、技能者の有する知識・技能、技能者が現場で発揮する能力などが挙げら
れる。

• 経験、知識・技能については、就業日数や保有資格が建設キャリアアップシステムに蓄積されることから、客観的な把握が可能。
一方で、現場での働きぶりについては、技能者の上長等が把握し、評価を行っている。

• 現在、登録基幹技能者講習を修了した者のうち、現場での働きぶりが優秀な者については特別な手当を支給する運用が行われている。
• 登録基幹技能者のみならず、技能者全体について、経験や知識・技能に基づく大まかなレベル分けを行い、これに現場での働きぶり

等を加味して具体的な処遇を決定する流れを作り出すことにより、建設技能者全体の処遇の底上げを目指す。

3

• リーダーシップ
• マネジメント能力
• 応用力
• 自主性
• やる気

• 責任感
• チームワーク
• コミュニケーション
• 勤続日数

上長等が、主観的かつ相対的に把握・評価し、賃金に反映。

レベル分けを参考として、個社が主観的かつ相対的な評価
を加味して、個々の技能者の具体的な処遇を決定

建設技能者全体の処遇の底上げ

建設現場で発揮される能力など

※優良技能者認定制度（日建連）

登録基幹技能者のうち、
優秀な者について手当を支給

（２）技能者の能力を構成する要素についての考え方

建設キャリアアップシステムに蓄積される情報により、客観的に把
握・評価が可能。

経験や知識・技能に応じた大まかなレベル分け（カードの色分け）
（処遇改善につなげるための土台作り）

登録基幹技能者のみならず
建設技能者全体の処遇改善が必要

「専門工事企業の施工力の見える化」への反映

知識・技能

把握・評価
の方法

経験

• 実務経験日数
• 作業内容
• 立場

能力を構成
する要素

登録基幹技能者講習

技能、知識、管理（マネジ
メント）能力を評価

• 登録基幹技能者講習
• 技能検定
• 免許・技能講習

検討の
方向性

目標
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• （一社）日本建設業連合会（日建連）においては、技能者の技能と経験に応じた報酬が確保されるよう、優秀な技能者を認定し、
手当を支給する「優良技能者認定制度」の導入を会員企業に推奨している。

• 「登録基幹技能者（または同等の能力があると認められる職長）のうち、会員企業により特に生産性向上への寄与が認められた
者」であることを認定の条件としている。

• この制度を導入している会員企業は32社で、うち22社が登録基幹技能者であることを認定基準としている（平成29年6月時点）。

• なお、優良技能者認定制度の具体的な運用は、会員企業の判断に委ねられているが、当該制度の普及を図る観点から、日建連に
おいて、制度創設の参考として「職長評価・認定制度モデル」を作成している。当該モデルにおいては、認定の申請要件として、
経験年数や資格（登録基幹技能者等）に加えて、勤続年数、事故や災害の発生状況、過去の業績や人格、作業指揮能力が挙げら
れている

（3）優良技能者認定制度

＜職長評価・認定制度モデル（日建連）＞

１．名称
○○建設(株)●●職長制度

２．主旨
（略）

３．申請資格要件
① 現場経験 10 年以上、所属の会社勤務 7 年以上。当社現場経験 5 年以上であること。（当社現場経験期間の目安は年間6 ヶ月以上）
② 原則として職長として担当した現場に於いて過去５年以上、休業４日以上の事故・災害が発生していないこと。
③ 当社又は公的機関（建災防等）の職長教育を過去５年以内に受講した者。
④ 過去の業績、貢献度、協力度、人格等、総合的な評価があること。
⑤ 安全衛生における災害事故防止・職場環境改善、環境保全活動、品質の確保・向上に積極的に協力し、かつ、作業指揮等の能力がきわめて優秀

である者。
⑥ 資格取得後、当社作業所に継続的な配属が予定される者。
⑦ 当該職長の所属する会社は災害防止協力会の正会員であること。
⑧ 当該職長は所属会社の原則社員であること。
⑨ 職務に必要な資格（免許、技能講習及び特別教育）を有すること。 （例）登録基幹技能者等
⑩ 過去10 年間における災防協総会、当社･災防協共催安全大会において安全表彰受賞の実績があること。
⑪ 年齢制限：○○歳未満。

４～８（略）



5出典）ヨイケンセツドットコム（http://www.yoi-kensetsu.com/kikan/upload/news/46_1.pdf）

（４）優良技能者認定制度の実施状況
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（５）優良技能者認定制度の運用例

6

• 優良技能者認定制度については、会員企業それぞれにおいて認定条件等を定めて、運用を行っている。
• 一部の元請企業では、登録基幹技能者講習が実施されていない職種に従事する者や、登録基幹技能者講習を受講していない者に

ついても、優良技能者認定制度の対象とした支給を実施している。

A社 B社 C社

優良技能
者認定制
度の状況

上級職長認定条件
・過去３年間無事故無災害（職長として担当した職種

おいて）
・職長等能力向上教育を5年以内に受講済みの者。
・登録基幹技能者講習修了証を有し、更新講習を受講

している者。
A社マイスター認定条件
・上級職長認定を満たし、さらに能力があると認めら

れた者。
A社基幹技能者資格
・登録基幹技能者講習のない職種に対して設けられた

枠組で、認定されると、登録基幹技能者として暫定
処置を受けられる。

協力会会員かつ、登録基幹技能者資格または同
等の技能を持つ者をABCのランクに分けている。
認定条件
・ランクA：登録基幹技能者講習修了証を持つ者

で、自社委員会が認定した者
・ランクB：登録基幹技能者講習がない職種で優

秀と認定された者
・ランクC：登録基幹技能者講習がある職種であ

るが、未取得の職長で、作業所長か
ら推薦された者

作業所運営や職長会活動等、現場に貢
献したと認められる人に対し、手当を
支給。
登録基幹技能者資格や現代の名工など
の資格を取得している者はプラスαの
金額が支給される。

出所）担い手確保・育成コンソーシアム 平成29年度第１回職業能力基準フォローアップ小ワーキング資料

〇認定条件等の状況（元請企業ヒアリング）

竹中工務店 竹中優良職長制度の「ジュニアマイスター」（2016年1月～）
登録基幹技能者資格を保有していなくても、年間120日以上稼働した職長の中から、各本支店による審査を経た者を認定する。90日/年以上で¥1,000/
日が支給される。

戸田建設 優良技能者制度「準優良技能者（Ｃ）」（2015年10月～）
登録基幹技能者の資格を有していないが、本支店パートナーシップ委員会が支店職長会※活動に対し功績が顕著と認めた職長に対し、¥1,000/日が
支給される。

戸田建設 優良技能者制度「準優良技能者（B）」（2015年10月～）
登録基幹技能者の対象外の職種で、本支店パートナーシップ委員会が優良技能者に準ずると認めた職長に対し、¥2,000/日が支給される。

〇登録基幹技能者講習が実施されていない職種の優良職長に対する制度の対象拡大事例

〇登録基幹技能者講習が実施されていない職種の優良職長に対する制度の対象拡大事例

（出所：戸田建設ホームページ（http://www.toda.co.jp/news/2015/20151013.html）、竹中工務店ホームページ（http://www.takenaka.co.jp/news/2016/01/01/index.html））

※職長会に入るには、現場での働きぶりを作業所長（建設現場のトップ）及び工事長が評価し、入会に資するとの推薦を得る必要がある。




































